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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 平成18年３月期の１株当たり配当額の内訳は、普通配当9.00円、記念配当1.00円であります。 

３ 第111期中及び第111期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第110期中 第111期中 第112期中 第110期 第111期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

(1) 連結経営指標等       

売上高 (百万円) 79,166 81,268 80,704 165,697 168,787

経常利益 (百万円) 3,942 4,269 3,757 8,945 9,822

中間(当期)純利益 (百万円) 2,557 2,783 2,973 6,220 8,386

純資産額 (百万円) 127,992 132,583 136,291 136,318 138,433

総資産額 (百万円) 203,784 217,809 212,407 212,486 214,365

１株当たり純資産額 (円) 587.47 614.52 637.46 628.69 641.69

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 11.67 12.93 13.98 28.33 39.10

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― 13.98 ― ―

自己資本比率 (％) 62.8 60.3 63.5 64.2 64.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,163 △915 8,212 5,836 7,210

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △4,061 △7,260 △3,809 △6,446 △17,255

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 5,739 8,113 △4,130 984 9,728

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 5,173 5,040 5,181 5,114 4,829

従業員数 (名) 8,534 8,204 8,339 8,336 8,413

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (百万円) 67,473 66,123 64,153 138,832 135,767

経常利益 (百万円) 3,623 3,945 3,253 7,426 7,668

中間(当期)純利益 (百万円) 2,813 3,342 2,977 5,833 7,667

資本金 (百万円) 26,071 26,071 26,071 26,071 26,071

発行済株式総数 (株) 227,935,165 227,935,165 227,935,165 227,935,165 227,935,165

純資産額 (百万円) 131,613 134,390 135,793 138,768 138,481

総資産額 (百万円) 179,703 184,252 184,936 184,738 187,572

１株当たり純資産額 (円) 604.09 628.84 641.76 640.00 648.14

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 12.84 15.53 14.00 26.57 35.74

潜在株式調整後１株当 
たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― 14.00 ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 10.00 10.00

自己資本比率 (％) 73.2 72.9 73.4 75.1 73.8

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
2,560 
(298)

2,334
(293)

2,362
(316)

2,431 
(297)

2,339
(312)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員を記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在 

(注) 従業員は就業人員であり、従業員数欄の［ ］内は臨時従業員の中間会計期間における平均雇用人員を外数で記載しており

ます。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社及び一部の子会社には労働組合が組織されております。 

なお、労使関係については、特記すべき事項はありません。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

アパレル事業 6,031 

機能ソリューション事業 1,880 

ライフクリエイト事業 148 

全社(共通) 280 

合計 8,339 

従業員数(人) 2,362［316］ 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間期のわが国経済は、輸出関連企業中心に緩やかな回復が続きました。しかし一方で、原油及び原材料価格高

騰の物価への影響に加え、米国のサブプライムローン問題に端を発した金融不安など、先行き不安要素が増える中

で、個人消費は低迷しました。アパレル事業においては、春から梅雨期にかけての異常低温、梅雨明けからの記録的

な猛暑と残暑の影響を受け、百貨店・量販店をはじめとする国内小売業は、シーズンを通じて店頭の盛り上がりに欠

け、当社を取り巻く環境は厳しいものとなりました。また、機能ソリューション事業では、国内外とも需要は比較的

堅調に推移したものの、原材料価格高騰などにより厳しい経営環境となりました。このような状況の中で、当社グル

ープは、(1) 品質第一、技術立社による経営基盤の強化、(2)「商品特性別ビジネスモデル」構築による販売力と収益

力の強化、（3）グローバルな生産・販売体制の強化に重点的に取り組んでまいりました。その結果、当中間期の連結

売上高は80,704百万円（前年同期比0.7％減）、営業利益は3,422百万円（前年同期比16.3％減）、経常利益は3,757百

万円（前年同期比12.0％減）、中間純利益は2,973百万円（前年同期比6.8％増）となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 ①アパレル事業 

 売上高45,547百万円（前年同期比2.6％減）、営業利益1,561百万円（前年同期比21.3％減） 

＜メンズ＆キッズカンパニー＞ 

  メンズインナーウェアは、天候不順や市場競合の激化、大型ヒット商品の不在などから春夏商戦を通じて苦戦し、

また記録的な残暑の影響から秋物の立ち上がりが例年に比べ遅れるなど、全般に厳しい状況で推移しました。ＧＡＩ

Ａカテゴリー（「ボディワイルド」「ＹＧ－Ｘ」などニューインナー商品）は、競合が激化する中、主力の「ボディ

ワイルド」及び新企画のカジュアル商品が好調に推移したものの、やさしいカテゴリー（白物ベーシック商品、シー

ズン商品）が、シーズン商品・年間商品ともに苦戦したことから、メンズ＆キッズカンパニー全体では、減収減益と

なりました。 

＜レディス＆レッグカンパニー＞ 

  レディスインナーウェアは、春夏シーズンを通じて天候不順の影響を受け、主力商品では「ＣＦＡ（シーファー）

１００」は堅調に推移したものの、「快適工房」が苦戦しました。また残暑の影響により店頭への秋物商材投入が大

きくずれ込むなど全般に厳しい状況で推移し、前年同期を下回りました。 

ランジェリー・ファンデーションは、重点ブランドの「トゥシェ」、差異化商品「軽ブラ」が好調に推移しました

が、「ヤンソフィ」「いいネの追究」が苦戦しました。 

レッグウェアは、ベーシック商品は苦戦しましたが、トレンド商品の発信強化によりセパレートタイプ（レギン

ス・オーバーニー等）が好調に推移し、新企画の秋物タイツの初期流動も好調に推移しました。 

以上の結果、レディス＆レッグカンパニー全体では増収増益となりました。 

＜その他の繊維部門＞ 

  ハウスカジュアル（パジャマ）は、「ギフト企画」は苦戦したものの、「コムシ・コムサ」を中心とするカジュア

ルグループが健闘したことから、減収増益となりました。繊維資材は、自動車関連資材など新規分野が健闘しました

が、国内縫製市場は天候不順の影響により低迷し、中国・東南アジア市場での縫製資材販売も苦戦したことから、減

収減益となりました。 

②機能ソリューション事業 

売上高29,141百万円（前年同期比2.1％増）、営業利益3,093百万円（前年同期比8.5％減） 



＜プラスチックカンパニー＞ 

  平板収縮フィルムは、猛暑により飲料分野の需要が増加し、好調に推移しました。ＯＰＰフィルムは、高機能フィ

ルム（防曇タイプ等）が「もやし」「菌茸類」等の包装用途を中心に堅調な動きとなりました。複合ナイロンフィル

ムは、輸出が振るわず苦戦しました。たび重なる原材料値上げ等のコストアップ要因に対し製品価格改定の交渉を進

めておりますが、その決着が遅れており、プラスチックカンパニー全体では増収減益となりました。 

＜エンジニアリングプラスチックス部門＞ 

  ＯＡ機器関連（複写機、プリンター等）は、主力商品のカラー複写機・プリンター用高機能中間転写ベルト及び定

着ローラー用フッ素薄肉チューブが、世界的なカラー化の流れの継続、モノクロ機のＢＲＩＣｓ市場での需要拡大等

により好調に推移した結果、増収増益となりました。 

＜電子部品部門＞ 

  主力製品の偏光板仕様タッチパネルが、タブレットＰＣなど大型サイズへの採用が進み、大きく受注を伸ばしまし

た。また、液晶ディスプレイ周辺回路基板を組み合わせた高付加価値商品グループ（ＳＩ商品）も前年同期を上回り

ましたが、品種構成の変化に伴う一時的な生産性の低下などにより、全体では増収減益となりました。 

＜その他部門＞ 

  機械類（メカトロ）は、主力の印刷関係機械が、印刷業界の設備投資・更新需要の減少影響を受け苦戦し、減収減

益となりました。メディカル材料は、縫合補強材及び骨接合材が国内外ともに好調に推移しましたが、主力のＰＧＡ

縫合糸が価格競争の激化と増産対応に伴う一時的な生産性の低下などから苦戦し、増収減益となりました。 

 ③ライフクリエイト事業 

 売上高7,004百万円（前年同期比4.7％増）、営業利益638百万円（前年同期比28.1％増） 

  不動産関連事業は、「グンゼ タウンセンター つかしん」が集客と売上のアップに向けたイベント、キャンペーンの

実施や商圏拡大の販促活動により、来街者数と売上が前年同期を上回り、増収増益となりました。スポーツクラブ事

業は、7月に「グンゼスポーツクラブ西明石店」を新規オープン、8月には「新ワンダーシティ店（名古屋）」を移転

オープンしましたが、既存店が苦戦し、増収減益となりました。 

 (2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末より351百万円増加し、5,181百万円とな

りました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は以下のとおりであります。 

営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間と比較して9,128百万円増加し、8,212百万

円となりました。主な内訳は、税金等調整前中間純利益5,363百万円、減価償却費3,837百万円、法人税等の還付に伴

う収入2,420百万円であります。 

 投資活動に使用されたキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間と比較して3,451百万円減少し、3,809百万円と

なりました。機能ソリューション事業の設備投資など有形固定資産の取得による支出3,817百万円が主なものです。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間8,113百万円の収入から、当中間連結会計期間は4,130

百万円の支出となりました。主な内訳は、短期借入金（コマーシャルペーパーを含む）の返済1,407百万円、長期借入

金の借入792百万円、配当金の支払2,135百万円、自己株式の取得による支出1,353百万円であります。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記金額は、製造原価ベースで表示しており、外注生産高を含んでおります。 

２ 上記生産実績以外に、下記の商品仕入高があります。 

  

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

当社及び連結子会社は、機能ソリューション事業に含まれる機械類を除き、原則として見込生産であります。 

機能ソリューション事業に含まれる機械類の受注高、受注残高は下記のとおりであります。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10を超える販売先はありません。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

アパレル事業 27,280 △0.2 

機能ソリューション事業 21,473 ＋1.3 

合計 48,753 ＋0.4 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

アパレル事業 3,968 △25.4 

機能ソリューション事業 910 ＋22.0 

ライフクリエイト事業 1,176 △1.8 

合計 6,056 △16.6 

区分 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％) 

機能ソリューション事業に含ま
れる機械類 

2,701 △25.0 1,457 △43.0 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

アパレル事業 45,547 △2.6 

機能ソリューション事業 29,141 ＋2.1 

ライフクリエイト事業 7,004 ＋4.7 

小計 81,692 △0.4 

内部売上控除 △988 － 

合計 80,704 △0.7 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変更

はありません。  

  

当社は「当社の支配に関する基本方針」を定めており、その内容は以下のとおりであります。 

  

当社の支配に関する基本方針 

(1)基本方針 

当社グループは、企業価値向上を目指し、株主重視の経営姿勢を堅持していくことを基本に、ＲＯＥをグループ

重点目標指標として収益性の向上、資本の効率化に取り組むとともに、配当金支払い・自己株式取得等を通じて、

中長期的な業績見通しに基づいた、安定的・継続的な利益還元をはかってまいります。 

(2)基本方針実現のための取り組み 

当社グループは、「事業構造改革」「攻めの経営による事業拡大」「コーポレートブランドロイヤルティの向

上」「人財の育成」を基本戦略として、「成長」と「効率」によりグループの経営基盤強化と企業価値の向上を目

指し、現在、中期経営計画（３Ｃ１０計画：第１１０期～第１１２期）を推進中であります。 

また、意思決定の迅速化、経営監督機能の強化をはかるため、第１１０期に執行役員制度の導入、取締役員数の

削減を行うとともに、取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制とするため、第

１１１期に取締役任期を２年から１年に変更し、併せて経営の透明性の確保をはかるため社外取締役の選任を行う

など、コーポレートガバナンスの強化に努めております。 

(3)不適切な支配の防止のための取り組み 

当社グループは、上述のとおり、中期経営計画「３Ｃ１０計画」の実行を通じて、企業価値・株主共同の利益向

上に努めておりますが、昨今、株式持合いの解消、企業買収に関する法制度の整備等を背景に、取締役会と十分な

協議や同意のプロセスを経ない企業買収が散見されるようになってきております。 

もちろん、このような企業買収であっても株主の皆様やステークホルダーの利益に資するものであれば、一概に

これを否定するものではなく、また買収提案の諾否は株主の皆様自らの判断に委ねられるべきものであると考えて

おります。 

しかしながら、こういった企業買収のなかには、十分な情報や時間を与えないもの、株式の売却を事実上強要す

る恐れがあるもの、買収の内容が株主共同の利益に対する明らかな侵害をもたらすものなども出てくる恐れがある

と思われます。 

また、当社グループはアパレル、機能ソリューション、ライフクリエイトの３つの事業セグメントにわたり、相

互に密接に関連した幅広い事業を展開し、多角的企業としてのシナジー効果の実現をはかっております。 

以上のようなことを勘案すると、株主の皆様が当社の将来実現可能な株主価値を把握し、買収提案の妥当性を短

期間に判断するのは容易でないケースも考えられます。 

こうした事情に鑑み、企業価値の維持・向上を目的として、また株主の皆様が自ら適切な判断を行うのに十分な

情報提供を受ける機会を確保し、不測の損害を被ることを防止するため、これらに反する大量買付行為を抑止する

対処方針の導入が必要であると考え、平成18年5月12日に開催の取締役会において、特定株主グループの議決権割合

が２０％以上となる当社株式への買付行為に対する対処方針を決議し、同日付でその詳細を「当社株式の大規模な

買付行為に関する対処方針（買収防衛策）について」として公表いたしました。 



このプレスリリースの全文 は、インターネット 上の当社ウェブサイト（ホームページアドレス

http://www.gunze.co.jp/）に掲載しております。 

なお、本対処方針の重要性に鑑み、広く株主の皆様のご意見を反映させるため、平成18年6月29日開催の定時株主

総会において議案として上程し、承認を頂いておりますが、本対処方針の有効期間は「３Ｃ１０計画」終了後最初

の定時株主総会（平成20年6月開催の予定）終結のときまでとしております。 

(4)上記取り組みに対する当社取締役会の判断 

当社取締役会は、これらの取り組みが、上述したとおり、基本方針に沿うものであり、企業価値・株主共同の利

益を損なうものではないものと考えております。 

また、本対処方針においては、当社取締役会の恣意的判断を排除し、大量買付ルールの遵守や対抗措置発動の是

非に関する判断の公正性・透明性を確保するために、大量買付行為があった際には、独立社外者からなる特別委員

会を設置するとともに、同委員会は取締役会の諮問機関として買収提案内容および対抗措置についての評価・勧告

を行い、当社取締役会はこれに従うものといたします。 

従って、本対処方針における対抗措置は、予め定められた合理的な客観的要件に該当した場合にのみ発動される

ように設定しており、取締役の地位の維持を目的とするものではありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、インナーウェア・レッグウェア等衣料品、繊維資材、プラスチックフィルム、エンジニアリング

プラスチックス、電子機能材料、機械、医療材料等の事業活動を展開しており、これらを支援する研究開発活動は、

主として当社の研究開発センターが担当しており、既存事業分野の新規付加価値商品の開発および合理化・省力化機

械開発等の事業部門サポート並びに新規事業創出に向けたリサーチと技術開発に努めております。また、研究成果を

特許として権利確保し、事業基盤強化を図っております。 

当中間連結会計期間における研究開発費は852百万円であります。なお当該金額には製造部門における研究費は含め

ておりません。事業の種類別セグメントの主な研究開発活動および研究開発費の金額は次のとおりであります。 

（1）アパレル事業 

衣料品分野では、商品の高機能化を進めるため、ナノ繊維紡糸技術の研究や、機能原糸の自社開発、機能加工技術

開発に取り組み、次世代ストッキング、スポーツインナーウェア、クールビズ・ウォームビズインナー(衣服内環境バ

ランスインナー)等各種衣料用途および機能性産業繊維資材への展開を進めております。また、機能加工技術開発は、

独自の繊維改質技術により、安全・安心・快適を提供する次世代ベーシックインナー「ＴＨＥ ＧＵＮＺＥ」への展開

を進めております。 

さらに、新生理評価技術（快適工房）の展開により、快適着圧インナー・ストッキング商品やメディカルサポート

ストッキング、ヘルシーライフ商品（血流促進衣料・敏感肌対応肌着等）、シームレス婦人インナー商品の開発や、

小ロットクイックデリバリーを目指した生産システム開発に取り組んでおります。 

当該セグメントに係る研究開発費は262百万円であります。 



（2）機能ソリューション事業 

プラスチックフィルム分野では、主力のペットボトル用ラベルにおける市場拡大と高付加価値化を狙いとした、新

規複合フィルムの開発を行っております。また、工業用機能フィルム開発にも注力しており、半導体製造工程で用い

られるダイシングテープ及びバックグラインドテープの基材フィルムや光学用途向け機能フィルムの開発などを進め

ております。 

エンジニアリングプラスチックス分野では、複写機・プリンター用機能性ベルトのユーザーニーズに対応した高機

能化研究と製造工程の効率化研究を進めております。 

電子機能材料分野では、デジタルビデオカメラ等の映像機器に使用される低反射プラスチックタッチパネルの開

発、高透明、高耐久に優れた静電容量方式タッチパネルの開発に加え、高効率生産ラインの開発に取り組んでおりま

す。 

機械分野では、新規事業につながる新機能性商品を創出するため、自社独自の製造方法や製造装置開発を行うとと

もに、各事業部門における生産技術の革新を目指し、高機能性商品を生産するための高効率・高品質な生産ラインの

構築や、品質保証体制を確立するための各種検査装置の開発等に取り組んでおります。 

医療材料分野では、生体吸収性材料を使用した吸収性縫合糸・骨接合材・人工皮膚に続き、人工硬膜の国内承認を

得ました。診断機器分野では、高精度の血糖値センサーの研究開発を進めております。再生医療分野においては、引

き続き足場基材の開発に取り組んでおります。健康分野では、紅麹の機能を生かした健康食品の開発に取り組んでお

ります。 

当該セグメントに係る研究開発費は590百万円であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等について、当中間連結

会計期間に重要な変更はありません。 

(2) 前連結会計年度末において計画中であった重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等について、当中間連結

会計期間において完了したものは次のとおりであります。 

ａ．グンゼスポーツ（国内子会社）のスポーツ施設（西明石）については平成19年7月に完了し、営業を開始しまし

た。 

  

(3) 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

  

  [提出会社] 

  

  

会社・事業所名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 設備の内容 

投資予定金額
資金調達
方法 

着手及び 
完了予定 完成後の

増加能力 総額
(百万円) 

既支払額
(百万円) 着手 完了 

亀岡工場 
（京都府亀岡市） 

機能ソリュー
ション事業 電子機能材料生産設備 118 － 自己資金 Ｈ19.11

  
Ｈ20.3 

  

408千個/
年間 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

会社法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

平成19年８月３日開催の当社取締役会決議 

(注) １ 新株予約権の数 

新株予約権１個につき目的となる株式数は、1,000株とします。ただし、割当日後、当社が当社普通株式につき、株式

分割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合には、付与

株式数を次の算式により調整するものとします。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 500,000,000

計 500,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月21日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 227,935,165 227,935,165
東京証券取引所市場第一部
大阪証券取引所市場第一部 

－ 

計 227,935,165 227,935,165 － － 

  
中間会計期間末現在
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数 108個（注）１ 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数 108,000株 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 １円 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年８月21日から
平成49年８月20日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  １円
資本組入額 １円 

同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するとき
は当社取締役会の承認を要
するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す
る事項 

（注）３ 同左 

新株予約権の取得条項に関する事項 （注）４ 同左 



調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割・併合の比率 

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以

降、これを適用します。ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が当社株主総会において承認さ

れることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割のための基準日とする場

合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用します。 

また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合理的な範囲で付与

株式数を調整します。 

なお、上記の調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てるものとします。 

また、付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株予約権

原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下、「新株予約権者」という。）に通知します。ただし、当該適用の日

の前日までに通知を行うことができない場合には、以後速やかに通知するものとします。 

２ 新株予約権の行使の条件 

（１）新株予約権者は、新株予約権の行使期間内において、当社の取締役、監査役及び執行役員のいずれの地位をも喪失した

時に限り、新株予約権を行使できるものとします。ただし、この場合、新株予約権者は、地位を喪失した日の翌日（以

下、「権利行使開始日」という。）から５年を経過する日までの間に限り、新株予約権を行使できるものとします。 

（２）上記(1)に関わらず、新株予約権者は、以下の①又は②に定める場合（ただし、②については、下記３に従って新株予約

権者に再編対象会社の新株予約権が交付される場合を除く。）には、それぞれに定める期間内に限り新株予約権を行使

できるものとします。 

①株予約権者が平成48年8月20日に至るまでに権利行使開始日を迎えなかった場合 

 平成48年8月21日から平成49年8月20日まで 

②当社が消滅会社となる合併で契約承認の議案、又は当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承

認の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要な場合は、当社の取締役会決議がなされた場

合） 

当該承認日の翌日から30日間 

（３）新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる新株予約権を行使することができないものとします。 

３ 組織再編成行為時の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を総称

して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併の効

力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき吸収分割の効力発生日、新設分割につき新設分割

設立会社の成立の日、株式交換につき株式交換の効力発生日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日を

いう。）の直前において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、そ

れぞれの場合につき、会社法第236条第1項第8号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」という。）

の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとします。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再

編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとします。ただし、以下の条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付

する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めた

場合に限るものとします。 

(１) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

       新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとします。 

(２) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

再編対象会社の普通株式とします。 

(３) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記１に準じて決定します。 

(４) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後払込金額に上記（３）に従っ

て決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とします。再編後払込金額

は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式1株当たり1円としま

す。 



(５) 新株予約権を行使することができる期間 

上記の新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日から、上記の新株予約権の

行使期間の満了日までとします。 

(６) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

次に準じて決定します。 

①新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第40条第1項に従い算

出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の端数は、これを切り上げるもの

とします。 

②新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金等増加限度

額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とします。 

(７) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとします。 

(８) 新株予約権の取得条項 

下記４に準じて決定します。 

(９) その他の新株予約権の行使の条件 

上記２に準じて決定します。 

４ 新株予約権の取得条項 

以下の(１)、(２)、(３)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社の取締役会

決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができます。 

（１）当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

（２）当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

（３）当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

平成19年９月30日 － 227,935,165 － 26,071 － 6,566



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

(注) １ 上記のほか当社所有の自己株式16,356千株(7.17％)があります。 

２ 所有株式数には、日本トラスティ・サービス信託銀行㈱23,395千株、資産管理サービス信託銀行㈱5,710千株、日本マス

タートラスト信託銀行㈱5,553千株、第一生命保険相互会社6千株の信託業務に係る株式を含んでおります。 

３ 次の法人から、大量保有報告書及び変更報告書の提出があり、それぞれ以下の通り株式を保有している旨の報告を受けて

おりますが、当中間会計期間末における当該法人名義の実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には

含めておりません。 

  

氏名又は名称 住所
所有
株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行㈱ 

東京都中央区晴海一丁目８番11号 23,395 10.26

 全国共済農業協同組合連合会 東京都千代田区平河町二丁目７番９号 11,158 4.89

バンクオブニューヨークジーシー
エムクライアントケービーエイチ 
[常任代理人] 
㈱三菱東京UFJ銀行 

UGLAND HOUSE,SOUTH CHURCH STREET,
GEORGE TOWN,GRAND CAYMAN CAYMAN  
ISLANDS 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号
決済事業部） 

8,214 3.60

 ㈱三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 6,131 2.69

 ㈱京都銀行 
京都市下京区烏丸通松原上る薬師寺町
700番地 

5,875 2.57

資産管理サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海一丁目８番12号 5,710 2.50

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町二丁目11番３号 5,553 2.43

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目13番１号 5,520 2.42

㈱みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内一丁目３番３号 5,205 2.28

バンクオブニューヨークジーシー
エムクライアントアカウンツイー
エルアールジー 
[常任代理人] 
㈱三菱東京UFJ銀行 

VICTORIA PLAZA, 111 BUCKINGHAM PALACE
ROAD LONDON SW1W OSB U.K. 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号
決済事業部） 

5,178 2.27

計 ― 81,941 35.94

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

ゴールドマン サックス イ
ンターナショナルほか２社 

PETERBOROUGH COURT,
133 FLEET STREET, 
LONDON EC4A 2BB UK 

15,367 6.74

エイチ ビー ケー・インベス
トメンツ・エル ピー 

300 CRESCENT COURT, 
SUITE 700,DALLAS, 
TEXAS 75201,U.S.A 
  

15,256 6.69



(6) 【議決権の状況】  

① 【発行済株式】 
平成19年９月30日現在 

(注) １ 完全議決権株式(その他)の中には、証券保管振替機構名義の株式4,000株(議決権の個数4個)が含まれております。 

２ 単元未満株式には、当社所有の自己株式899株、証券保管振替機構名義株式240株が含まれております。 
  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―

議決権制限株式(その他) ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
 普通株式  16,356,000 

―

(相互保有株式) 
 普通株式     83,000  

―

完全議決権株式(その他) 普通株式 208,725,000 208,725 (注)１

単元未満株式 普通株式  2,771,165 ―
１単元(1,000株)未満の株式 
(注)２ 

発行済株式総数      227,935,165 ―   

総株主の議決権 ― 208,725   

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
グンゼ株式会社 

大阪市北区梅田一丁目 
８番17号 

16,356,000 ― 16,356,000 7.17

(相互保有株式) 
タマヤ株式会社 

綾部市青野町下入ケ口 
12番地 

83,000 ― 83,000 0.03

計 ― 16,439,000 ― 16,439,000 7.21

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 703 712 740 727 656 594

最低(円) 672 672 689 631 554 547



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務

諸表について、協立監査法人による中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    5,040 5,181   4,829 

２ 受取手形及び売掛金 ※５  41,502 39,734   39,906 

３ たな卸資産    37,027 37,411   35,057 

４ たな卸不動産    330 －   124 

５ 短期貸付金    413 381   266 

６ 繰延税金資産    1,585 885   862 

７ その他の流動資産    2,417 2,697   4,685 

貸倒引当金    △49 △62   △46 

流動資産合計    88,268 40.5 86,229 40.6   85,685 40.0

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１ 
※２        

(1) 建物及び構築物   43,102   42,118 42,326   

(2) 機械装置 
  及び運搬具   18,384   17,619 18,402   

(3) 工具・器具・備品   1,386   1,312 1,367   

(4) 土地   12,189   12,237 12,211   

(5) 建設仮勘定   1,103 76,166 2,353 75,640 626 74,934 

２ 無形固定資産          

(1) 借地権その他の 
  無形固定資産   1,103 1,103 1,122 1,122 1,105 1,105 

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※２ 44,224   40,823 44,355   

(2) 長期貸付金   956   856 866   

(3) 繰延税金資産   2,013   2,196 2,335   

(4) その他の投資等   5,334   5,741 5,289   

貸倒引当金   △257 52,271 △203 49,414 △206 52,639 

固定資産合計    129,541 59.5 126,177 59.4   128,680 60.0

資産合計    217,809 100.0 212,407 100.0   214,365 100.0

           



  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金 ※５  13,595 13,367   12,960 

２ 短期借入金 ※２  4,982 3,881   4,138 

３ コマーシャル 
  ペーパー    22,500 25,500   26,500 

４ １年以内に返済 
  予定の長期借入金    1,300 400   407 

５ 未払法人税等    3,179 3,751   666 

６ 賞与引当金    1,858 1,839   1,822 

７ 設備関係支払手形 ※５  8,389 560   195 

８ その他の流動負債 ※２  7,276 7,743   8,634 

流動負債合計    63,081 28.9 57,043 26.8   55,325 25.8

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金    406 800   － 

２ 繰延税金負債    8 1,271   2,821 

３ 退職給付引当金    9,984 5,914   6,608 

４ 役員退職慰労引当金    489 －   546 

５ 長期預り敷金 
  ・保証金    11,218 10,539   10,595 

６ その他の固定負債    35 547   34 

固定負債合計    22,144 10.2 19,072 9.0   20,606 9.6

負債合計    85,225 39.1 76,116 35.8   75,931 35.4



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    26,071 26,071   26,071 

２ 資本剰余金    22,718 22,719   22,718 

３ 利益剰余金    71,558 77,996   77,159 

４ 自己株式    △7,402 △8,787   △7,436 

株主資本合計    112,946 51.9 117,999 55.6   118,513 55.3

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    18,537 16,159   18,343 

２ 繰延ヘッジ損益    32 5   12 

３ 土地再評価差額金    △400 △400   △400 

４ 為替換算調整勘定    213 1,110   635 

評価・換算差額等 
合計    18,383 8.4 16,873 7.9   18,589 8.7

Ⅲ 新株予約権    － － 11 0.0   － －

Ⅳ 少数株主持分    1,254 0.6 1,406 0.7   1,330 0.6

純資産合計    132,583 60.9 136,291 64.2   138,433 64.6

負債純資産合計    217,809 100.0 212,407 100.0   214,365 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 
  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    81,268 100.0 80,704 100.0   168,787 100.0

Ⅱ 売上原価    58,747 72.3 59,050 73.2   121,776 72.1

売上総利益    22,521 27.7 21,654 26.8   47,010 27.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  18,430 22.7 18,231 22.6   37,397 22.2

営業利益    4,090 5.0 3,422 4.2   9,612 5.7

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   31   42 78   

２ 受取配当金   353   313 506   

３ 賃貸料   239   165 459   

４ 為替差益   30   84 26   

５ その他の営業外収益   215 869 1.1 255 860 1.1 475 1,547 0.9

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   184   165 387   

２ 賃貸原価   196   133 443   

３ たな卸資産廃棄損   27   62 51   

４ その他の営業外費用   281 690 0.8 164 525 0.6 455 1,337 0.8

経常利益    4,269 5.3 3,757 4.7   9,822 5.8

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※２ 26   8 118   

２ 投資有価証券売却益   －   436 785   

３ 貸倒引当金取崩益   1   － 59   

４ 退職給付費用 
数理差異償却額 ※４ 3,573   384 7,147   

５ 退職給付費用 
  過去勤務債務償却額   801   801 1,602   

６ その他の特別利益   － 4,402 5.3 90 1,721 2.1 － 9,713 5.8

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産売却 
   及び除却損 ※３ 502   71 579   

２ 投資有価証券 
  評価損等   5   14 24   

３ 事業構造改善損失   168   29 181   

４ 移転補償損失 ※５ 20   － 20   

５ たな卸資産処分損 ※６ 2,797   － 5,113   

６ その他の特別損失   － 3,494 4.3 － 115 0.2 17 5,937 3.5

税金等調整前 
中間(当期)純利益    5,176 6.3 5,363 6.6   13,599 8.1

法人税、住民税 
及び事業税 ※７ 2,368   2,381 1,871   

法人税等調整額 ※７ － 2,368 2.9 － 2,381 2.9 3,291 5,162 3.1

少数株主利益    24 0.0 8 0.0   49 0.0

中間(当期)純利益    2,783 3.4 2,973 3.7   8,386 5.0

           



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 26,071 22,718 71,402 △5,358 114,834 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △2,167   △2,167 

 役員賞与     △36   △36 

 中間純利益     2,783   2,783 

 連結子会社と非連結子会社の 
 合併による増加高     5   5 

 土地再評価差額金取崩額     △424   △424 

 福利基金繰入額     △4   △4 

 自己株式の取得       △2,046 △2,046 

 自己株式の処分   0   2 2 

株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― 0 156 △2,044 △1,887 

平成18年９月30日残高(百万円) 26,071 22,718 71,558 △7,402 112,946 

  

評価・換算差額等 
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 22,049 ― △825 260 21,484 1,454 137,773 

中間連結会計期間中の変動額               

 剰余金の配当             △2,167 

 役員賞与             △36 

 中間純利益             2,783 

 連結子会社と非連結子会社の 
 合併による増加高             5 

 土地再評価差額金取崩額             △424 

 福利基金繰入額             △4 

 自己株式の取得             △2,046 

 自己株式の処分             2 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △3,511 32 424 △46 △3,101 △200 △3,301 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △3,511 32 424 △46 △3,101 △200 △5,189 

平成18年９月30日残高(百万円) 18,537 32 △400 213 18,383 1,254 132,583 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 26,071 22,718 77,159 △7,436 118,513 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △2,136   △2,136 

 中間純利益     2,973   2,973 

 自己株式の取得       △1,353 △1,353 

 自己株式の処分   0   2 2 

株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

― 0 837 △1,351 △513 

平成19年９月30日残高(百万円) 26,071 22,719 77,996 △8,787 117,999 

  

評価・換算差額等 
新株

予約権 

少数 
株主 
持分 

純資産
合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延 
ヘッジ 
損益 

土地
再評価 
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 18,343 12 △400 635 18,589 ― 1,330 138,433 

中間連結会計期間中の変動額                 

 剰余金の配当               △2,136 

 中間純利益               2,973 

 自己株式の取得               △1,353 

 自己株式の処分               2 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △2,183 △6 ― 474 △1,716 11 75 △1,628 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) △2,183 △6 ― 474 △1,716 11 75 △2,142 

平成19年９月30日残高(百万円) 16,159 5 △400 1,110 16,873 11 1,406 136,291 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 26,071 22,718 71,402 △5,358 114,834 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当     △2,167   △2,167 

 役員賞与     △36   △36 

 当期純利益     8,386   8,386 

 連結子会社と非連結子会社の 
 合併による増加高     5   5 

 土地再評価差額金取崩額     △424   △424 

 福利基金繰入額     △6   △6 

 自己株式の取得       △2,080 △2,080 

 自己株式の処分   0   2 3 

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)           

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円)   0 5,756 △2,077 3,679 

平成19年３月31日残高(百万円) 26,071 22,718 77,159 △7,436 118,513 

  

評価・換算差額等 
少数株主 
持分 純資産合計その他 

有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ
損益 

土地再評価
差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 22,049 ― △825 260 21,484 1,454 137,773 

連結会計年度中の変動額               

 剰余金の配当             △2,167 

 役員賞与             △36 

 当期純利益             8,386 

 連結子会社と非連結子会社の 
 合併による増加高             5 

 土地再評価差額金取崩額             △424 

 福利基金繰入額             △6 

 自己株式の取得             △2,080 

 自己株式の処分             3 

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額) △3,706 12 424 374 △2,894 △123 △3,018 

連結会計年度中の変動額合計 
(百万円) △3,706 12 424 374 △2,894 △123 660 

平成19年３月31日残高(百万円) 18,343 12 △400 635 18,589 1,330 138,433 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
  純利益 

 5,176 5,363 13,599

２ 減価償却費  3,575 3,837 7,488

３ 貸倒引当金の増加額 
  (又は減少額△) 

 9 16 3

４ 退職給付引当金等の増加額 
  (又は減少額△) 

 35 520 1,050

５ 受取利息及び受取配当金  △384 △355 △585

６ 支払利息  184 165 387

７ 固定資産除却・ 
  売却損益(益は△) 

 476 63 461

８ 投資有価証券等 
  売却損益(益は△) 

 － △436 △785

９ 投資有価証券等評価損  2 14 20

10 退職給付費用数理差異償却 
  (益は△) 

 △3,573 
  

△400 △7,147

11 退職給付費用過去勤務債務 
  償却(益は△) 

 △801 △801 △1,602

12 その他の損益項目  △6 26 92

13 売上債権の減少額 
  (又は増加額△) 

 △3,379 364 △1,774

14 棚卸資産の減少額 
  (又は増加額△) 

 1,834 △2,053 4,160

15 その他流動資産の減少額 
  (又は増加額△) 

 11 522 △2,227

16 仕入債務の増加額 
  (又は減少額△) 

 882 △42 203

17 預り保証金等の増加額 
  (又は減少額△) 

 1,884 △75 1,385

18 その他流動負債の増加額 
  (又は減少額△) 

 △1,161 △974 242

19 その他固定負債の増加額 
  (又は減少額△) 

 － △33 －

20 役員賞与の支払額  △36 △40 △36

小計  4,731 5,681 14,937

21 利息及び配当金の受取額  379 351 586

22 利息の支払額  △170 △240 △490

23 法人税等の支払又は 
還付額 

 △5,856 2,420 △7,822

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 △915 8,212 7,210



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 

フロー計算書 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 固定資産の取得による支出  △5,738 △3,817 △16,407

２ 固定資産の売却による収入  185 48 361

３ 固定資産の除却に伴う支出  △111 △14 △112

４ 投資有価証券 
  の取得による支出 

 △1,419 △115 △1,963

５ 投資有価証券 
  の売却による収入 

 － 457 858

６ 貸付金の純減少額 
  (又は純増加額△) 

 △124 △37 86

７ その他  △51 △330 △78

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △7,260 △3,809 △17,255

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金等の純増加額 
  (又は純減少額△) 

 12,376 △1,407 15,355

２ 長期借入金の返済 
  による支出 

 △6 792 △1,307

３ 配当金の支払額  △2,164 △2,135 △2,164

４ 自己株式の取得による支出  △2,046 △1,353 △2,080

５ その他  △43 △26 △74

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 8,113 △4,130 9,728

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 △10 78 31

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増加額(又は減少額△) 

 △73 351 △284

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  の期首残高 

 5,114 4,829 5,114

Ⅶ 現金及び現金同等物 
  の中間期末(期末)残高 

※１ 5,040 5,181 4,829

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数  36社 

   主要な連結子会社の名称 

東北グンゼ㈱、倉吉グンゼ

㈱、グ ン ゼ 物 流 ㈱、Thai 

Gunze Co.,Ltd.、九州グンゼ

㈱、P.T.  Gunze  Socks  

Indonesia、福島プラスチッ

クス㈱、グンゼ包装システム

㈱、郡 是 高 分 子 工 業 ㈱、

Gunze   Plastics   &  

Engineering Corporation of 

Europe N.V.、エルマ㈱、GGI 

Technology Ltd.、綾部エン

プラ㈱、グンゼ開発㈱、グン

ゼスポーツ㈱ 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数  36社 

   主要な連結子会社の名称 

同左 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数  36社 

   主要な連結子会社の名称 

「第１ 企業の概況 ４ 関係

会社の状況」に記載している

ため省略しております。 

 (2) 主要な非連結子会社 

   福島グラビア㈱ 

 (2) 主要な非連結子会社 

   福島グラビア㈱ 

 (2) 主要な非連結子会社 

   福島グラビア㈱ 

  

   連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社22社は、いずれ

も営業規模が小さく、中間連

結財務諸表に与える影響が小

さい。かつ、利益基準及び連

結企業集団に占める子会社の

位置等の観点からも重要性が

乏しいと判断されるため連結

の範囲から除外しておりま

す。 

  

   連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社23社は、いずれ

も営業規模が小さく、中間連

結財務諸表に与える影響が小

さい。かつ、利益基準及び連

結企業集団に占める子会社の

位置等の観点からも重要性が

乏しいと判断されるため連結

の範囲から除外しておりま

す。 

  

   連結の範囲から除いた理由 

   非連結子会社22社は、いずれ

も営業規模が小さく、連結財

務諸表に与える影響が小さ

い。かつ、利益基準及び連結

企業集団に占める子会社の位

置等の観点からも重要性が乏

しいと判断されるため連結の

範囲から除外しております。 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

２ 持分法の適用に関する事項 

  非連結子会社の福島グラビア㈱

等の22社及び関連会社の全紡グ

ンゼ㈱等の5社は、それぞれ、

中間連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性が乏

しいため、これらの会社に対す

る投資は持分法を適用せず原価

法により評価しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  非連結子会社の福島グラビア㈱

等の23社及び関連会社の全紡グ

ンゼ㈱等の6社は、それぞれ、

中間連結純損益及び利益剰余金

等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性が乏

しいため、これらの会社に対す

る投資は持分法を適用せず原価

法により評価しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  非連結子会社22社及び関連会社

5社（全紡グンゼ㈱ほか）は、

それぞれ、連結純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微で

あり、かつ、全体としても重要

性が乏しいため、これらの会社

に対する投資は持分法を適用せ

ず原価法により評価しておりま

す。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  連結子会社のうち、在外連結子

会社14社の中間決算日は６月30

日であります。中間連結財務諸

表の作成にあたっては同日現在

の財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に生じた重要な取

引については連結上必要な調整

を行っております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

  同左 

３ 連結子会社の決算日等に関する

事項 

  連結子会社のうち、在外連結子

会社14社の決算日は12月31日で

あります。連結財務諸表の作成

にあたっては同日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については

連結上必要な調整を行っており

ます。 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  (イ)たな卸資産 

    商品、製品、原材料 

     主として移動平均法に基

づく低価法 

    仕掛品、貯蔵品 

     主として移動平均法に基

づく原価法 

    機械類の仕掛品、たな卸不

動産 

     個別法に基づく原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  (イ)たな卸資産 

    同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  (イ)たな卸資産 

    同左 

  (ロ)有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定) 

  (ロ)有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      同左 

  (ロ)有価証券 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

      決算期末日の市場価格

等に基づく時価法 

      (評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定) 

     時価のないもの 

      移動平均法に基づく原

価法 

     時価のないもの 

      同左 

     時価のないもの 

      同左 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (ハ)デリバティブ 

    時価法 

  (ハ)デリバティブ 

    同左 

  (ハ)デリバティブ 

    同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  (イ)有形固定資産 

    当社及び国内連結子会社は

主として定率法によってお

ります。ただし、平成10年

４月１日以降取得した建物

(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法によってお

ります。在外連結子会社は

定額法によっております。 

    なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物及び構築物 ３～60年

機械装置及び 
運搬具 

３～15年

工具・器具 
・備品 

２～20年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  (イ)有形固定資産 

    同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  (イ)有形固定資産 

    同左 

  (ロ)無形固定資産 

    定額法によっております。 

    ただし、ソフトウェア(自

社利用分)については、社

内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によ

っております。 

  (ロ)無形固定資産 

    同左 

  (ロ)無形固定資産 

    同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

    当社及び国内連結子会社

は、売上債権等の貸倒によ

る損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しており

ます。在外連結子会社は取

引先の資産内容等を考慮し

て計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

    同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  (イ)貸倒引当金 

    同左 

  (ロ)賞与引当金 

    当社及び国内連結子会社

は、従業員に対する賞与の

支給に備えるため、支給見

込額のうち当中間連結会計

期間に帰属する部分を計上

しております。 

  (ロ)賞与引当金 

    同左 

  (ロ)賞与引当金 

    当社及び国内連結子会社

は、従業員に対する賞与の

支給に備えるため、支給見

込額のうち当連結会計年度

に帰属する部分を計上して

おります。 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (ハ)役員賞与引当金 

    役員に対する賞与の支給に

備えるために、支給見込額

を計上しております。な

お、役員に対する賞与は、

通期の業績を基礎として算

定しており、中間連結会計

期間において合理的に見積

ることが困難なため、計上

しておりません。 

  (ハ)役員賞与引当金 

     ――― 

  (ハ)役員賞与引当金 

     ――― 

  (ニ)退職給付引当金 

    当社及び国内連結子会社

は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。なお、会計基準変更

時差異については、適用初

年度において、当社は退職

給付信託設定による一時償

却を行い、連結子会社は一

括償却しております。過去

勤務債務は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年～

10年)による定額法により

処理しております。数理計

算上の差異はその発生の翌

連結会計年度に１年間で処

理しております。 

  (ニ)退職給付引当金 

    同左 

(ニ)退職給付引当金 

    当社及び国内連結子会社

は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度

末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上しておりま

す。なお、会計基準変更時

差異(26,371百万円)につい

ては、適用初年度におい

て、当社は退職給付信託を

設定し一時償却を行い、連

結子会社は一括償却してお

ります。過去勤務債務は、

その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の

年数(５年～10年)による定

額法により処理しておりま

す。数理計算上の差異は、

その発生の翌連結会計年度

に１年間で処理しておりま

す。 

  (ホ)役員退職慰労引当金 

    当社は、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、役員

退職慰労金規則(内規)に基

づく当中間連結会計期間末

要支給額を計上しておりま

す。 

(ホ)役員退職慰労引当金 

 ――― 

  (ホ)役員退職慰労引当金 

    当社は役員の退職慰労金の

支出に備えるため、役員退

職慰労金規則(内規)に基づ

く当連結会計年度末要支給

額を計上しております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、為替差額は

損益として処理しておりま

す。また、在外子会社(大連

坤姿時装有限公司は会計通貨

が日本円のため除く)の資

産・負債及び収益・費用は、

中間連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算

差額は為替換算調整勘定及び

少数株主持分に含めておりま

す。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

   同左 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨

に換算し、為替差額は損益と

して処理しております。ま

た、在外子会社(大連坤姿時

装有限公司は会計通貨が日本

円のため除く)の資産・負債

及び収益・費用は、連結決算

日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は為替換

算調整勘定及び少数株主持分

に含めております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンスリース取引

については、主として通常の

賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっておりま

す。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

   当社は、外貨建輸出入取引

(金銭債権債務、予定取引)の

為替変動リスクを回避する目

的で、取引の範囲内で為替予

約取引を行っており、原則と

して繰延ヘッジ処理によって

おりますが、外貨建債権債務

等に係る為替予約について振

当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を行っており

ます。なお、為替予約は、取

引権限及び取引限度額を定め

た責任権限規程に基づき行っ

ております。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

   同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

   同左 

 (7) 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税につい

ては、税抜方式によっており

ます。 

 (7) 消費税等の会計処理 

   同左 

 (7) 消費税等の会計処理 

   同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び取得

日から３カ月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換

金可能であり、かつ価値の変動

について僅小なリスクしか負わ

ない短期的な投資。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  同左 



(中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を適

用しております。これまでの資本の

部 の 合 計 に 相 当 す る 金 額 は、

131,297百万円であります。なお、

当中間連結会計期間における中間連

結貸借対照表の純資産の部について

は、中間連結財務諸表規則の改正に

伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

 ――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日)を適用し

ております。これまでの資本の部の

合計に相当する金額は、137,090百

万円であります。なお、当連結会計

年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規

則の改正に伴い、改正後の連結財務

諸表規則により作成しております。 

(役員賞与に関する会計基準) 

当中間連結会計期間より、「役員賞

与に関する会計基準」(企業会計基

準第４号 平成17年11月29日)を適用

しております。なお、役員に対する

賞与は、通期の業績を基礎として算

定しており、中間連結会計期間にお

いては合理的に見積ることが困難な

ため、費用処理しておりません。 

 ――― (役員賞与に関する会計基準) 

当連結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準第

４号 平成17年11月29日)を適用して

おります。この変更による損益への

影響は軽微であります。 

 ――― (重要な減価償却資産の減価償却方

法) 

当社及び国内連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、当中間連結会計期

間より、平成19年４月１日以降に取

得した有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方

法に変更しております。この結果、

従来の方法に比べ、営業利益、経常

利益、税金等調整前中間純利益は、

それぞれ25百万円減少しておりま

す。なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

 ――― 



(追加情報) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 ――― (重要な減価償却資産の減価償却方

法) 

当社及び国内連結子会社は、法人税

法の改正に伴い、平成19年３月31日

以前に取得した有形固定資産につい

ては、改正前の法人税法に基づく減

価償却の方法の適用により取得価額

の5%に到達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額の5%相当

額と備忘価額との差額を５年間にわ

たり均等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。この結果、従

来の方法に比べ、営業利益、経常利

益、税金等調整前中間純利益は、そ

れぞれ291百万円減少しておりま

す。なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

 ――― 

 ――― (役員退職慰労引当金) 

当社は、役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労金規則

(内規)に基づく要支給額を計上して

おりましたが、第111期定時株主総

会（平成19年６月27日）の決議に基

づき役員退職慰労金制度を廃止し、

株式報酬型ストック・オプション制

度に移行しました。なお、旧制度に

基づく中間連結会計期間末の未払額

は固定負債の「その他」に含めて計

上しております。 

 ――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      120,393百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額       130,751百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      127,572百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

  (1) 担保に供している資産の額 

建物及び 

構築物 
2百万円

投資有価 

証券 
114百万円

計 116百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

  (1) 担保に供している資産の額 

建物及び 

構築物 
2百万円

投資有価 

証券 
64百万円

計 66百万円

※２ 担保資産及び担保付債務 

  (1) 担保に供している資産の額 

建物及び 

構築物 
2百万円

投資有価 

証券 
92百万円

計 95百万円

  (2) 担保付債務 

短期借入金 7百万円

その他の 

流動負債 

（預り金） 

45百万円

計 52百万円

  (2) 担保付債務 

短期借入金 8百万円

その他の 

流動負債 

（預り金） 

36百万円

計 44百万円

  (2) 担保付債務 

短期借入金 7百万円

その他の 

流動負債 

（預り金） 

45百万円

計 53百万円

 ３ 保証債務 

   連結会社以外の会社に対して

次の保証を行っております。 

 ３ 保証債務 

   連結会社以外の会社に対して

次の保証を行っております。 

 ３ 保証債務 

   連結会社以外の会社に対して

次の保証を行っております。 

(銀行借入金<経営指導念書等の差入

れを含む>) 

(住宅ローン債務に対する連帯保証) 

北京北人郡是機械有

限公司 
35百万円

郡是(上海)国際貿易 

有限公司 
48百万円

Guan Zhi  

Electronics Ltd. 
149百万円

グンゼ㈱従業員 471百万円

合計 705百万円

(銀行借入金<経営指導念書等の差入

れを含む>) 

(住宅ローン債務に対する連帯保証) 

山東冠世時装加工 

有限公司 
40百万円

山東冠世針織 

有限公司 
394百万円

北京北人郡是機械有

限公司 
23百万円

Guan Zhi  

Electronics Ltd. 
210百万円

グンゼ㈱従業員 364百万円

合計 1,031百万円

(銀行借入金<経営指導念書等の差入

れを含む>) 

(住宅ローン債務に対する連帯保証) 

山東冠世時装加工 

有限公司 
200百万円

北京北人郡是機械有

限公司 
36百万円

Guan Zhi  

Electronics Ltd. 
199百万円

グンゼ㈱従業員 410百万円

合計 847百万円

 ４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行３

行と協調融資型特定融資契約

を締結しております。当該契

約における借入コミットメン

トの未実行残高は次のとおり

であります。 

借入コミット 

メントの総額 
10,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 10,000百万円

 ４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行３

行と協調融資型特定融資契約

を締結しております。当該契

約における借入コミットメン

トの未実行残高は次のとおり

であります。 

借入コミット 

メントの総額 
10,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 10,000百万円

 ４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行３

行と協調融資型特定融資契約

を締結しております。当該契

約における借入コミットメン

トの未実行残高は次のとおり

であります。 

借入コミット 

メントの総額 
10,000百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 10,000百万円



  

  

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

※５ 中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

しております。 なお、当中

間連結会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、次

の満期手形が中間連結会計期

間末日の残高に含まれており

ます。 

受取手形     971百万円 

支払手形      14百万円 

※５ 中間連結会計期間末日の満期

手形の会計処理については、

手形交換日をもって決済処理

しております。 なお、当中

間連結会計期間の末日は金融

機関の休日であったため、次

の満期手形が中間連結会計期

間末日の残高に含まれており

ます。 

受取手形    1,059百万円 

支払手形       8百万円 

設備関係支払手形 341百万円 

※５ 当連結会計年度末日の満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。 なお、当連結

会計年度末日は金融機関の休

日であったため、次の満期手

形が当連結会計年度末日の残

高に含まれております。 

受取手形     990百万円 

支払手形     14百万円 



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

物流費 4,282百万円

広告宣伝費 2,140百万円

給与手当 4,739百万円

賞与引当金 

繰入額 
699百万円

退職給付 

引当金繰入額 
343百万円

減価償却費 189百万円

研究開発費 763百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

物流費 4,320百万円

広告宣伝費 2,023百万円

給与手当 4,369百万円

賞与引当金 

繰入額 
695百万円

退職給付 

引当金繰入額 
331百万円

減価償却費 251百万円

研究開発費 852百万円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

物流費 8,730百万円

広告宣伝費 4,557百万円

給与手当 9,985百万円

賞与引当金 

繰入額 
707百万円

退職給付 

引当金繰入額 
725百万円

減価償却費 459百万円

研究開発費 1,501百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び 

運搬具 
1百万円

土地 24百万円

計 26百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 

機械装置及び 

運搬具 
3百万円

土地 5百万円

計 8百万円

※２ 固定資産売却益の内訳 

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び 

運搬具 
7百万円

工具・器具 

・備品 
0百万円

土地 111百万円

無形固定資産 0百万円

計 118百万円

※３ 固定資産売却及び除却損の内

訳 

建物及び構築物 452百万円

機械装置及び 

運搬具 
40百万円

工具・器具 

・備品 
9百万円

計 502百万円

※３ 固定資産売却及び除却損の内

訳 

建物及び構築物 20百万円

機械装置及び 

運搬具 
40百万円

工具・器具 

・備品 
10百万円

土地 0百万円

計 71百万円

※３ 固定資産売却及び除却損の内

訳 

建物及び構築物 488百万円

機械装置及び 

運搬具 
69百万円

工具・器具 

・備品 
19百万円

無形固定資産 1百万円

計 579百万円

※４ 当社及び連結子会社は、年金

資産(退職給付信託資産含む)

の運用収益の回復を主因とす

る数理計算上の差異につい

て、当中間連結会計期間にお

ける償却額が多額であるため

特別利益に計上しておりま

す。 

※４ 同左 ※４ 当社及び連結子会社は、年金

資産(退職給付信託資産含む)

の運用収益の回復を主因とす

る数理計算上の差異につい

て、当連結会計年度における

償却額が多額であるため特別

利益に計上しております。 

※５ ショッピングセンター「つか

しん」のリニューアルに伴う

テナント移転補償損失を特別

損失に計上しております。 

※５ ――― ※５ ショッピングセンター「つか

しん」のリニューアルに伴う

テナント移転補償損失を特別

損失に計上しております。 

※６ 「棚卸資産の評価に関する会

計基準」の公表を踏まえ、当

社グループの一層の体質改善

を図るため実施した たな卸

資産処分損を特別損失に計上

しております。 

※６ ――― ※６ 「棚卸資産の評価に関する会

計基準」の公表を踏まえ、当

社グループの一層の体質改善

を図るため実施した たな卸

資産処分損を特別損失に計上

しております。 

※７ 当中間連結会計期間における

税金費用については、簡便法

により計算しているため、法

人税等調整額は「法人税、住

民税及び事業税」に含めて表

示しております。 

※７ 同左 ※７ ――― 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 取締役会決議に基づく買取による増加   3,000,000株 

単元未満株式の買取りによる増加       61,411株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少      3,799株 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 取締役会決議に基づく買取による増加    2,000,000株 

単元未満株式の買取りによる増加       85,105株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少      3,743株 

  

３ 新株予約権に関する事項 

  

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 227,935,165 － － 227,935,165 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 11,164,778 3,061,411 3,799 14,222,390 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 2,167 10 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 227,935,165 － － 227,935,165 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 14,275,537 2,085,105 3,743 16,356,899 

区分 新株予約権の内訳 
当中間連結会計期間末残高 

（百万円） 

当社 ストック・オプションとしての新株予約権 11 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 2,136 10 平成19年３月31日 平成19年６月28日 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

  
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 取締役会決議に基づく買取による増加    3,000,000株 

単元未満株式の買取による増加        115,508株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買増請求による減少      4,749株 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 227,935,165 ― ― 227,935,165 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 11,164,778 3,115,508 4,749 14,275,537 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 2,167 10 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の
原資 

１株当たり
配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 2,136 利益剰余金 10 平成19年３月31日 平成19年６月28日

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

(平成18年９月30日) 

現金及び預金勘定 5,040百万円

現金及び預金同等物 5,040百万円

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係 

(平成19年９月30日) 

現金及び預金勘定 5,181百万円

現金及び預金同等物 5,181百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との

関係 

(平成19年３月31日) 

現金及び預金勘定 4,829百万円

現金及び預金同等物 4,829百万円



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める割

合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

建物及び 
構築物 4   0   4 

機械装置 
及び 
運搬具 

601   308   292 

工具器具 
備品 2,073   1,599   474 

無形固定 
資産 338   115   223 

合計 3,017   2,023   994 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

  同左 

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

建物及び 
構築物 4   0   3

機械装置 
及び 
運搬具 

597   352   245

工具器具 
備品 2,632   1,687   944

無形固定 
資産 327   162   164

合計 3,561   2,203   1,358

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合

が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高
相当額 
(百万円)

建物及び
構築物 4 0   4 

機械装置
及び 
運搬具 

552 305   246 

工具器具
備品 2,652 1,889   762 

無形固定
資産 341 147   193 

合計 3,551 2,343   1,207 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合が

低いため、「支払利子込み法」

により算定しております。 

１年以内 400百万円

１年超 593百万円

合計 994百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  同左 

１年以内 390百万円

１年超 968百万円

合計 1,358百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定

しております。 

１年以内 356百万円

１年超 851百万円

合計 1,207百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 263百万円

減価償却費相当額 263百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 268百万円

減価償却費相当額 268百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 581百万円

減価償却費相当額 581百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

  

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 44百万円

１年超 －百万円

合計 44百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 38百万円

１年超 146百万円

合計 184百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 17百万円

１年超 ―百万円

合計 17百万円



(有価証券関係) 

  

Ⅰ 前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  
  

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券について2百万円(その他有価証券で時価のある株式1百万円、時価評価されてい

ない株式1百万円)減損処理を行っております。なお、時価のある有価証券については中間期末日における市場価格が、時価評価

されていない有価証券については中間期末日における１株当りの純資産が、それぞれ取得価額の50％以上下落した場合は原則と

してすべて減損処理を行い、30～50%程度下落した銘柄については個別に回復可能性を判定し、減損処理を行っております。 

  

種類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 11,204 41,852 30,647

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 11,204 41,852 30,647

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 ―

(2) 非連結子会社・関連会社株式 1,270

(3) その他有価証券 
  非上場株式 

1,100

合計 2,371



Ⅱ 当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

  

  
  

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券について14百万円(その他有価証券で時価のある株式14百万円)の減損処理を行っ

ております。なお、時価のある有価証券については中間期末日における市場価格が、時価評価されていない有価証券については

中間期末日における１株当りの純資産が、それぞれ取得価額の50％以上下落した場合は原則としてすべて減損処理を行い、30～

50%程度下落した銘柄については個別に回復可能性を判定し、減損処理を行っております。 

  

種類 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 11,637 38,356 26,718

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 11,637 38,356 26,718

種類 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 ―

(2) 非連結子会社・関連会社株式 1,328

(3) その他有価証券 
  非上場株式 

1,138

合計 2,467



Ⅲ 前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

  

(注) 当連結会計年度において、その他有価証券について20百万円(時価のある株式19百万円、時価評価されていない株式1百万円)減

損処理を行っております。なお、時価のある有価証券については、期末日における市場価格が、時価評価されていない有価証券

については、期末日における１株当たり純資産額が、それぞれ取得価額の50％以上下落した場合は原則としてすべて減損処理を

行い、30～50%程度下落した銘柄については個別に回復可能性を判定し、減損処理を行っております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当社グループは外貨建輸出入取引につき為替予約取引を行っておりますが、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間

及び前連結会計年度のいずれにおいても、ヘッジ会計(繰延ヘッジ処理及び振当処理)を適用しているため、開示の対象

から除いております。 

  

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 11,658 41,983 30,325

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 11,658 41,983 30,325

種類 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券 ―

(2) 非連結子会社・関連会社株式 1,270

(3) その他有価証券 
  非上場株式 

1,101

合計 2,372



(ストック・オプション等関係) 

Ⅰ 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

Ⅱ 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 1.ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 販売費及び一般管理費   11百万円 

 2.当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  

Ⅲ 前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

 付与対象者の区分及び人数 社外取締役を除く当社取締役 8名 

 株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 108,000株 

 付与日 平成19年８月20日 

 権利確定条件 － 

 対象勤務期間 － 

 権利行使期間  自 平成19年８月21日 至 平成49年8月20日 

 権利行使価格（円） 1 

 付与日における公正な評価単価（円） 439 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】  

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  
アパレル事業 
(百万円) 

機能ソリュー
ション事業 
(百万円) 

ライフクリエ
イト事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高      

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

46,693 28,506 6,068 81,268 ― 81,268

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高 

71 45 623 740 (740) ―

計 46,764 28,552 6,692 82,009 (740) 81,268

営業費用 44,780 25,171 6,193 76,145 1,032 77,177

営業利益 1,984 3,381 498 5,864 (1,773) 4,090

  
アパレル事業 
(百万円) 

機能ソリュー
ション事業 
(百万円) 

ライフクリエ
イト事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高      

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

45,498 29,088 6,117 80,704 ― 80,704

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高 

48 52 887 988 (988) ―

計 45,547 29,141 7,004 81,692 (988) 80,704

営業費用 43,985 26,048 6,365 76,399 882 77,281

営業利益 1,561 3,093 638 5,293 (1,870) 3,422

  
アパレル事業 
(百万円) 

機能ソリュー
ション事業 
(百万円) 

ライフクリエ
イト事業 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高      

(1) 外部顧客に 
  対する売上高 

97,565 58,082 13,139 168,787 ― 168,787

(2) セグメント間の 
  内部売上高又は 
  振替高 

142 112 1,080 1,335 (1,335) ―

計 97,707 58,195 14,219 170,122 (1,335) 168,787

営業費用 92,866 51,756 12,635 157,259 1,914 159,174

営業利益 4,840 6,438 1,584 12,863 (3,250) 9,612



(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質及び製造方法・販売方法の類似性に基づき分類しております。 

２ 各事業区分の主な製品は下記の通りであります。 

アパレル事業：インナーウェア・靴下・アウターウェア・テキスタイル・繊維資材 

機能ソリューション事業：プラスチックフィルム・エンジニアリングプラスチックス・電子部品・機械類・医療材料等 

ライフクリエイト事業：不動産の賃貸及び売買・緑化樹木・スポーツ施設の運営管理等 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、提出会社の本社費中、経営戦略部・業務監査室等各セ

グメントの受ける便益の程度が直接把握できない費用部分及び企業イメージ広告に要した費用であります。 

４ （中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更）及び（追加情報）に記載のとおり、有形固定資産の減価

償却の方法について変更しております。この結果、従来の方法に比べ、アパレル事業で145百万円、機能ソリューション

事業で102百万円、ライフクリエイト事業で30百万円、消去又は全社で38百万円営業費用が増加し、営業利益が同額減少

しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度とも、本国以外の国または地域に所在するセグメン

トの売上高は、全セグメントの売上高合計の10％未満であるので、その記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度とも、海外売上高は、連結売上高の10％未満である

ので、その記載を省略しております。 

  

  

  

前中間連結会計期間 1,773百万円

当中間連結会計期間 1,870百万円

前連結会計年度 3,250百万円



(１株当たり情報) 

  

(注) １前中間連結会計期間及び前連結会計年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、

記載しておりません。 

２算定上の基礎 

 (1) １株当たり純資産額 

  

 (2)１株当たり中間(当期)純利益 

  

(3) 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 614円52銭 １株当たり純資産額 637円46銭 １株当たり純資産額 641円69銭

１株当たり中間純利益 12円93銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

－円－銭

１株当たり中間純利益 13円98銭

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

13円98銭

１株当たり当期純利益 39円10銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

－円－銭

  前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末 

純資産の部の合計額 

132,583百万円 

純資産の部の合計額

136,291百万円

純資産の部の合計額 

138,433百万円

純資産の部の合計額から控除する
金額 

1,254百万円 

純資産の部の合計額から控除する
金額 

1,418百万円

純資産の部の合計額から控除する
金額 

1,330百万円

（うち少数株主持分） 
1,254百万円 

（うち新株予約権） 
－百万円 

（うち少数株主持分）
1,406百万円

（うち新株予約権） 
11百万円

（うち少数株主持分） 
1,330百万円

（うち新株予約権） 
－百万円

普通株式に係る中間期末の 
純資産額 

131,329百万円 

普通株式に係る中間期末の
純資産額 

134,873百万円

普通株式に係る期末の 
純資産額 

137,103百万円

１株当たり純資産額の算定に用い
られた中間期末の普通株式数 

213,712千株 

１株当たり純資産額の算定に用い
られた中間期末の普通株式数 

211,578千株

１株当たり純資産額の算定に用い
られた期末の普通株式数 

213,659千株

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

中間純利益 

2,783百万円 

中間純利益

2,973百万円

当期純利益

8,386百万円

普通株式に係る中間純利益 

2,783百万円 

普通株式に係る中間純利益

2,973百万円

普通株式に係る当期純利益 

8,386百万円

普通株主に帰属しない金額の 
主要な内訳 

該当事項はありません 

普通株主に帰属しない金額の
主要な内訳 

該当事項はありません

普通株主に帰属しない金額の 
主要な内訳 

該当事項はありません

普通株式の期中平均株式数 

215,241千株 

普通株式の期中平均株式数

212,673千株

普通株式の期中平均株式数 

214,521千株

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度 

中間純利益調整額 

― 百万円 

中間純利益調整額

― 百万円

当期純利益調整額 

― 百万円 

普通株式増加数 

― 千株 

普通株式増加数

7千株

普通株式増加数

― 千株 

（うち新株予約権） 
― 千株 

（うち新株予約権）
7千株

（うち新株予約権） 
― 千株 



２【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】  

①【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金   2,391   2,064 2,540   

 ２ 受取手形 ※５ 8,969   7,666 8,401   

 ３ 売掛金   26,086   25,505 24,677   

 ４ たな卸資産   30,286   29,866 27,996   

 ５ 短期貸付金   13,970   14,531 15,696   

 ６ 繰延税金資産   990   405 401   

 ７ その他   1,459   2,040 3,679   

   貸倒引当金   △35   △17 △17   

   流動資産合計    84,120 45.7 82,063 44.4   83,375 44.4

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産 ※１        

  (1) 建物   11,747   11,127 11,399   

  (2) 機械及び装置   10,260   9,402 10,000   

  (3) 土地   8,372   8,369 8,369   

  (4) その他   2,226   3,214 2,083   

   有形固定資産合計   32,606   32,114 31,854   

 ２ 無形固定資産   839   842 829   

 ３ 投資その他の資産          

  (1) 投資有価証券 ※２ 61,797   59,292 62,695   

  (2) 投資損失引当金   △8,295   △8,285 △8,285   

  (3) 長期貸付金   5,814   12,274 12,267   

  (4) 繰延税金資産   2,684   1,568 141   

  (5) その他   4,867   5,199 4,832   

    貸倒引当金   △183   △133 △137   

     投資その他の 
     資産合計   66,686   69,915 71,513   

    固定資産合計    100,132 54.3 102,872 55.6   104,196 55.6

    資産合計    184,252 100.0 184,936 100.0   187,572 100.0

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 支払手形   1,201   748 953   

 ２ 買掛金   6,031   6,171 5,766   

 ３ 短期借入金   1,789   1,915 1,814   

 ４ コマーシャル 
   ペーパー   22,500   25,500 26,500   

 ５ 未払法人税等   2,771   3,218 341   

 ６ 賞与引当金   1,216   1,213 1,188   

 ７ その他 ※2,5 5,597   5,707 7,100   

   流動負債合計    41,107 22.3 44,473 24.1   43,666 23.3

Ⅱ 固定負債          

 １ 退職給付引当金   7,550   3,493 4,202   

 ２ 役員退職慰労引当金   489   ― 546   

 ３ 預り保証金   714   662 676   

 ４ その他   ―   514 ―   

   固定負債合計    8,754 4.8 4,669 2.5   5,424 2.9

   負債合計    49,861 27.1 49,142 26.6   49,091 26.2



  

  

    前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    26,071 14.2 26,071 14.1   26,071 13.9

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金   6,566   6,566 6,566   

(2) その他資本剰余金   16,152   16,152 16,152   

資本剰余金合計    22,718 12.3 22,719 12.3   22,719 12.1

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   12   12 12   

(2) その他利益剰余金          

特別償却準備金   49   30 41   

固定資産圧縮積立
金   680   662 668   

別途積立金   68,240   73,240 68,240   

繰越利益剰余金   5,659   5,864 10,004   

利益剰余金合計    74,642 40.5 79,808 43.2   78,967 42.1

４ 自己株式    △7,402 △4.0 △8,787 △4.8   △7,436 △4.0

株主資本合計    116,030 63.0 119,811 64.8   120,322 64.1

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    18,327 9.9 15,964 8.6   18,146 9.7

２ 繰延ヘッジ損益    32 0.0 5 0.0   12 0.0

評価・換算差額等 
合計    18,359 9.9 15,970 8.6   18,158 9.7

Ⅲ 新株予約権    ― 11 0.0   ― 

純資産合計    134,390 72.9 135,793 73.4   138,481 73.8

負債純資産合計    184,252 100.0 184,936 100.0   187,572 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    66,123 100.0 64,153 100.0   135,767 100.0

Ⅱ 売上原価    48,319 73.1 47,443 74.0   99,502 73.3

  売上総利益    17,804 26.9 16,710 26.0   36,264 26.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費    15,443 23.3 15,127 23.5   31,101 22.9

  営業利益    2,360 3.6 1,582 2.5   5,163 3.8

Ⅳ 営業外収益 ※１  2,226 3.4 2,240 3.5   3,741 2.8

Ⅴ 営業外費用 ※２  641 1.0 569 0.9   1,236 0.9

  経常利益    3,945 6.0 3,253 5.1   7,668 5.7

Ⅵ 特別利益 ※３  4,378 6.6 1,640 2.5   9,651 7.1

Ⅶ 特別損失 ※４  2,947 4.5 52 0.1   5,308 3.9

  税引前中間(当期) 
  純利益    5,376 8.1 4,841 7.5   12,011 8.9

  法人税、住民税及び 
  事業税 ※６ 2,034   1,864 1,080   

  法人税等調整額 ※６ ― 2,034 3.0 ― 1,864 2.9 3,264 4,344 3.2

  中間(当期)純利益    3,342 5.1 2,977 4.6   7,667 5.7

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主資
本合計資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本
剰余金
合計 

利益
準備金

その他利益剰余金
利益 

剰余金 
合計 

特別
償却 

準備金

固定資
産圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 26,071 6,566 16,151 22,718 12 60 691 64,240 8,498 73,503 △5,358 116,935

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当       △2,167 △2,167   △2,167

 役員賞与       △35 △35   △35

 特別償却準備金の取崩       △10 10     ―

 固定資産圧縮積立金の取崩       △10 10     ―

 別途積立金の積立       4,000 △4,000     ―

 中間純利益       3,342 3,342   3,342

 自己株式の取得         △2,046 △2,046

 自己株式の処分     0 0   2 2

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― ― 0 0 ― △10 △10 4,000 △2,839 1,139 △2,044 △904

平成18年９月30日残高(百万円) 26,071 6,566 16,152 22,718 12 49 680 68,240 5,659 74,642 △7,402 116,030

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 21,833 ― 21,833 138,768 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当       △2,167 

 役員賞与       △35 

 特別償却準備金の取崩       ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩       ― 

 別途積立金の積立       ― 

 中間純利益       3,342 

 自己株式の取得       △2,046 

 自己株式の処分       2 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △3,506 32 △3,473 △3,473 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △3,506 32 △3,473 △4,378 

平成18年９月30日残高(百万円) 18,327 32 18,359 134,390 



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

  

  

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主資
本合計資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本
剰余金
合計 

利益
準備金

その他利益剰余金
利益 

剰余金 
合計 

特別
償却 

準備金

固定資
産圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金 

平成19年３月31日残高(百万円) 26,071 6,566 16,152 22,719 12 41 668 68,240 10,004 78,967 △7,436 120,322

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当       △2,136 △2,136   △2,136

 特別償却準備金の取崩       △11 11     

 固定資産圧縮積立金の取崩       △6 6     

 別途積立金の積立       5,000 △5,000     

 中間純利益       2,977 2,977   2,977

 自己株式の取得         △1,353 △1,353

 自己株式の処分     0 0   2 2

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)     0 0 △11 △6 5,000 △4,140 840 △1,351 △510

平成19年９月30日残高(百万円) 26,071 6,566 16,152 22,719 12 30 662 73,240 5,864 79,808 △8,787 119,811

  
評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計 

平成19年３月31日残高(百万円) 18,146 12 18,158 ― 138,481 

中間会計期間中の変動額           

 剰余金の配当         △2,136 

 特別償却準備金の取崩           

 固定資産圧縮積立金の取崩           

 別途積立金の積立           

 中間純利益         2,977 

 自己株式の取得         △1,353 

 自己株式の処分         2 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) △2,181 △6 △2,188 11 △2,176 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △2,181 △6 △2,188 11 △2,687 

平成19年９月30日残高(百万円) 15,964 5 15,970 11 135,793 



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

  

  

次へ 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己 
株式 

株主資
本合計資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本
剰余金
合計 

利益
準備金

その他利益剰余金
利益 

剰余金 
合計 

特別
償却 

準備金

固定資
産圧縮
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高(百万円) 26,071 6,566 16,151 22,718 12 60 691 64,240 8,498 73,503 △5,358 116,935

事業年度中の変動額           

 剰余金の配当       △2,167 △2,167   △2,167

 役員賞与       △35 △35   △35

 特別償却準備金の取崩       △18 18     

 固定資産圧縮積立金の取崩       △23 23     

 別途積立金の積立       4,000 △4,000     

 当期純利益       7,667 7,667   7,667

 自己株式の取得         △2,080 △2,080

 自己株式の処分     0 0   2 3

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)           

事業年度中の変動額合計 
(百万円)     0 0 △18 △23 4,000 1,506 5,464 △2,077 3,387

平成19年３月31日残高(百万円) 26,071 6,566 16,152 22,719 12 41 668 68,240 10,004 78,967 △7,436 120,322

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 21,833 ― 21,833 138,768 

事業年度中の変動額         

 剰余金の配当       △2,167 

 役員賞与       △35 

 特別償却準備金の取崩         

 固定資産圧縮積立金の取崩         

 別途積立金の積立         

 当期純利益       7,667 

 自己株式の取得       △2,080 

 自己株式の処分       3 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) △3,686 12 △3,674 △3,674 

事業年度中の変動額合計 
(百万円) △3,686 12 △3,674 △287 

平成19年３月31日残高(百万円) 18,146 12 18,158 138,481 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

  ① 商品・製品・原材料 

    移動平均法に基づく低価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

   同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) たな卸資産 

   同左 

  ② 仕掛品・貯蔵品 

    移動平均法(機械類の仕掛

品については個別法)に基

づく原価法 

    

 (2) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

    移動平均法に基づく原価法 

 (2) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

    同左 

 (2) 有価証券 

  ① 子会社株式及び関連会社株

式 

    同左 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

     同左 

  ② その他有価証券 

    時価のあるもの 

     期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

    時価のないもの 

     移動平均法に基づく原価

法 

    時価のないもの 

     同左 

    時価のないもの 

     同左 

 (3) デリバティブ 

   時価法 

 (3) デリバティブ 

   同左 

 (3) デリバティブ 

   同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法によっている。 

   ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設備

を除く)については定額法によ

っております。 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物 ３～60年

機械装置及び 
運搬具 

３～15年

工具・器具・備品 ２～20年

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   同左 

  

  

  

  

  

  

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   同左 

 (2) 無形固定資産 

   定額法によっております。 

   ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。 

 (2) 無形固定資産 

   同左 

 (2) 無形固定資産 

   同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒による損失

に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同左 



  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 (2) 投資損失引当金 

   関係会社株式の価値の減少に

備えるため、関係会社の財政状

態の実状を勘案した必要額を計

上しております。 

 (2) 投資損失引当金 

   同左 

 (2) 投資損失引当金 

   同左 

 (3) 賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額のうち

当中間会計期間に帰属する部分

を計上しております。 

 (3) 賞与引当金 

   同左 

 (3) 賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額のうち

当事業年度に帰属する部分を計

上しております。 

 (4) 役員賞与引当金 

   役員に対する賞与の支給に備

えるために、支給見込額を計上

しております。なお、役員に対

する賞与は、通期の業績を基礎

として算定しており、中間会計

期間において合理的に見積るこ

とが困難なため、計上しており

ません。 

 (4) 役員賞与引当金 

   ――― 

 (4) 役員賞与引当金 

   役員に対する賞与の支給に備

えるため、支給見込額に基づき

計上しております。 

 (5) 退職給付引当金  

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において

発生していると認められる額を

計上しております。なお、会計

基準変更時差異については、適

用初年度において、退職給付信

託を設定し一時償却を行ってお

ります。過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年)に

よる定額法により処理すること

としております。数理計算上の

差異は、その発生の翌事業年度

に１年間で処理することとして

おります。 

 (5) 退職給付引当金  

   同左 

 (5) 退職給付引当金  

   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当事業年度末において発生

していると認められる額を計上

しております。なお、会計基準

変更時差異については、適用初

年度において、退職給付信託を

設定し一時償却を行っておりま

す。過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)による

定額法により処理することとし

ております。数理計算上の差異

は、その発生時の翌事業年度に

１年間で処理することとしてお

ります。 

 (6) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規則

(内規)に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

 (6) 役員退職慰労引当金 

   ――― 

 (6) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規則

(内規)に基づく期末要支給額を

計上しております。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

  同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 



  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

５ リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

  同左 

５ リース取引の処理方法 

  同左 

６ ヘッジ会計の方法 

  当社は、外貨建輸出入取引(金

銭債権・債務、予定取引)の為替

変動リスクを回避する目的で、取

引の範囲内で為替予約取引を行っ

ており、原則として繰延ヘッジ処

理によっておりますが、外貨建債

権・債務等に係る為替予約につい

て振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を採用しておりま

す。なお、この輸出入取引に係る

為替予約は、取引権限及び取引限

度額を定めた責任権限規程に基づ

き行っております。 

６ ヘッジ会計の方法 

  同左 

６ ヘッジ会計の方法 

  同左 

７ その他中間財務諸表作成の為の

基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計

処理については税抜方式によっ

ております。 

７ その他中間財務諸表作成の為の

基本となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

   同左 

７ その他財務諸表作成の為の基本

となる重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

   同左 



(中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」(企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日)を適用し

ております。これまでの資本の部の

合計に相当する金額は、134,357百

万円であります。なお、当中間会計

期間における中間貸借対照表の純資

産の部については、中間財務諸表等

規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しておりま

す。 

 ――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第５号 平成17年12月

９日)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日)を適用してお

ります。これまでの資本の部の合計

に相当する金額は、138,468百万円

であります。なお、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部につい

ては、財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の財務諸表等規則により

作成しております。 

(役員賞与に関する会計基準) 

当中間会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準第

４号 平成17年11月29日)を適用して

おります。なお、役員に対する賞与

は、通期の業績を基礎として算定し

ており、中間会計期間においては合

理的に見積ることが困難なため、費

用処理しておりません。 

 ――― (役員賞与に関する会計基準) 

当事業年度より、「役員賞与に関す

る会計基準」(企業会計基準第４号 

平成17年11月29日)を適用しており

ます。この変更による損益の影響額

は軽微であります。 

 ――― (重要な減価償却資産の減価償却方

法) 

法人税法の改正に伴い、当中間会計

期間より、平成19年４月１日以降に

取得した有形固定資産について、改

正後の法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。この結

果、従来の方法に比べ、営業利益、

経常利益、税引前中間純利益は、そ

れぞれ23百万円減少しております。 

 ――― 



(追加情報) 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

――― (重要な減価償却資産の減価償却方

法) 

法人税法の改正に伴い、平成19年３

月31日以前に取得した有形固定資産

については、改正前の法人税法に基

づく減価償却の方法の適用により取

得価額の５％に到達した事業年度の

翌事業年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間に

わたり均等償却し、減価償却費に含

めて計上しております。この結果、

従来の方法に比べ、営業利益、経常

利益、税引前中間純利益は、それぞ

れ174百万円減少しております。 

――― 

――― (役員退職慰労引当金) 

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職金規則(内規)に基づく

要支給額を計上しておりましたが、

第111期定時株主総会(平成19年６月

27日)の決議に基づき役員退職慰労

金制度を廃止し、株主報酬型ストッ

ク・オプション制度に移行しまし

た。なお、旧制度に基づく中間会計

期間末の未払額は固定負債の「その

他」に含めて計上しております。 

――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      69,034百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額         75,193百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額      74,102百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

（１）担保資産 

   投資有価証券 114百万円 

（２）担保付債務 

   流動負債の 

   その他 

   （預り金）   45百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

（１）担保資産 

   投資有価証券   64百万円 

（２）担保付債務 

   流動負債の 

   その他 

   （預り金）    36百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

（１）担保資産 

   投資有価証券 92百万円 

（２）担保付債務 

   流動負債の 

   その他 

   （預り金）   45百万円 

 ３ 保証債務 

(不動産賃貸預り保証金) 

グンゼ開発㈱ 3,990百万円

 ３ 保証債務 

(不動産賃貸預り保証金) 

グンゼ開発㈱ 3,491百万円

 ３ 保証債務 

(不動産賃貸預り保証金) 

グンゼ開発㈱ 3,491百万円

(金融機関からの借入金<経営指導念

書等の差入れを含む>) 

グンゼ開発㈱ 800百万円

P.T. Gunze  
Indonesia 

331百万円

P.T. Gunze Socks  
Indonesia 

202百万円

Gunze Plastics &  
Engineering  
Corporation of  
America 

2,270百万円

Gunze Electronics  
USA Corp. 

570百万円

済南冠世時装 
有限公司 

70百万円

上海郡是新包装 
有限公司 

197百万円

GGI Technology  
Ltd. 

100百万円

グンゼスポーツ㈱ 900百万円

Gunze (Vietnam)  
Co.,Ltd. 

7百万円

上海郡是通虹繊維 
有限公司 

44百万円

上海郡是新塑材 
有限公司 

403百万円

郡是（上海）国際 
貿易有限公司 

48百万円

Guan Zhi  
Electronics Ltd. 

149百万円

Gunze Plastics &  
Engineering 
Corporation of  
Europe N.V. 

105百万円

北京北人郡是機械 
有限公司 

35百万円

(金融機関からの借入金<経営指導念

書等の差入れを含む>) 

グンゼ開発㈱ 400百万円

P.T. Gunze 
Indonesia 

220百万円

P.T. Gunze Socks 
Indonesia 

252百万円

Gunze Plastics & 
Engineering  
Corporation of  
America 

1,338百万円

Gunze Electronics 
USA Corp. 

523百万円

上海郡是新包装
有限公司 

189百万円

グンゼスポーツ㈱ 800百万円

上海郡是通虹繊維
有限公司 

62百万円

上海郡是新塑材
有限公司 

341百万円

Guan Zhi  
Electronics Ltd. 

210百万円

Gunze Plastics & 
Engineering 
Corporation of  
Europe N.V. 

164百万円

㈱ルフラン 138百万円

北京北人郡是機械
有限公司 

23百万円

山東冠世時装加工
有限公司 

40百万円

山東冠世針織
有限公司 

394百万円

(金融機関からの借入金<経営指導念

書等の差入れを含む>) 

グンゼ開発㈱ 400百万円

P.T.Gunze 
Indonesia 

332百万円

P.T.Gunze Socks  
Indonesia 

241百万円

Gunze Plastics &  
Engineering  
Corporation of  
America 

1,558百万円

Gunze Electronics  
U.S.A. Corp. 

571百万円

済南冠世時装
有限公司 

70百万円

上海郡是新包装
有限公司 

188百万円

GGI Technology  
Ltd. 

100百万円

上海郡是通虹繊維 
有限公司 

61百万円

上海郡是新塑材
有限公司 

339百万円

Guan Zhi 
Electronics Ltd. 

199百万円

Gunze Plastics &  
Engineering  
Corporation of  
Europe N.V. 

158百万円

㈱ルフラン 73百万円

北京北人郡是機械 
有限公司 

36百万円

山東冠世時装加工 
有限公司 

200百万円

(住宅ローン債務に対する連帯保証) 

  
グンゼ従業員 471百万円

合計 10,699百万円

(住宅ローン債務に対する連帯保証) 

  
グンゼ従業員 364百万円

合計 8,954百万円

(住宅ローン債務に対する連帯保証) 

  
グンゼ従業員 410百万円

合計 8,433百万円



  

  

前へ   次へ 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

 ４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行３

行と協調融資型特定融資契約

を締結しております。当該契

約における借入コミットメン

トの未実行残高は次のとおり

であります。 

借入コミッ 
トメント 
の総額 

10,000百万円

借入実行 
残高 

―百万円

差引額 10,000百万円

 ４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行３

行と協調融資型特定融資契約

を締結しております。当該契

約における借入コミットメン

トの未実行残高は次のとおり

であります。 

借入コミッ
トメント 
の総額 

10,000百万円

借入実行
残高 

―百万円

差引額 10,000百万円

 ４ 当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため、取引銀行３

行と協調融資型特定融資契約

を締結しております。当該契

約における借入コミットメン

トの未実行残高は次のとおり

であります。 

借入コミッ 
トメント 
の総額 

10,000百万円

借入実行
残高 

―百万円

差引額 10,000百万円

※５ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理をして

おります。 

なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計

期間末日残高に含まれており

ます。 

受取手形 919百万円 

※５ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理をして

おります。 

なお、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日であったた

め、次の満期手形が中間会計

期間末日残高に含まれており

ます。 

受取手形 1,014百万円 

流動負債（その他） 

（設備関係支払手形） 

            341百万円 

※５ 当事業年度末日の満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。 

なお、当期末日は金融機関の

休日であったため、次の満期

手形が当期末残高に含まれて

おります。 

受取手形 928百万円 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 172百万円

※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 300百万円

※１ 営業外収益のうち主なもの 

受取利息 435百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 26百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 31百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 62百万円

※３ 特別利益のうち主なもの 

    年金資産(退職給付信託資

産含む)の運用収益の回復を

主因とする数理計算上の差異

について、当中間会計期間に

おける償却額が多額であるた

め特別利益に計上しておりま

す。 

退職給付費用過
去勤務債務償却
額 

801百万円

退職給付費用数
理差異償却額 

3,575百万円

※３ 特別利益のうち主なもの 

     同左 

投資有価証券売
却益 

436百万円

退職給付費用過
去勤務債務償却
額 

801百万円

退職給付費用数
理差異償却額 

400百万円

※３ 特別利益のうち主なもの 

     同左 

投資有価証券売
却益 

757百万円

退職給付費用過
去勤務債務償却
額 

1,602百万円

退職給付費用数
理差異償却額 

7,151百万円

※４ 特別損失のうち主なもの 

   固定資産売却及び除却損 

 建物 15百万円

 機械及び装置 33百万円

 その他 8百万円

計 57百万円

※４ 特別損失のうち主なもの 

   固定資産売却及び除却損 

 建物 5百万円

 機械及び装置 24百万円

 その他 13百万円

計 43百万円

※４ 特別損失のうち主なもの 

   固定資産売却及び除却損 

 建物 49百万円

 機械及び装置 55百万円

 その他 17百万円

計 121百万円

   「棚卸資産の評価に関する会

計基準」の公表を踏まえ、一

層の体質改善を図るため実施

した たな卸資産処分損を特

別損失に計上しております。 

事業構造改善損
失 

110百万円

たな卸資産処分
損 

2,776百万円

  

   「棚卸資産の評価に関する会

計基準」の公表を踏まえ、一

層の体質改善を図るため実施

した たな卸資産処分損を特

別損失に計上しております。 

事業構造改善損
失 

120百万円

たな卸資産処分
損 

5,044百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,764百万円

無形固定資産 124百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,897百万円

無形固定資産 138百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,772百万円

無形固定資産 258百万円

※６ 当中間会計期間における税金

費用については、簡便法によ

り計算しているため、法人税

等調整額は「法人税、住民税

及び事業税」に含めて表示し

ております。 

※６ 同左 ※６   ――― 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

取締役会決議に基づく買取りによる増加 3,000,000 株 

   単元未満株式の買取りによる増加      61,411 株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買増請求による減少       3,799 株 

  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

取締役会決議に基づく買取りによる増加 2,000,000 株 

   単元未満株式の買取りによる増加      85,105 株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買増請求による減少       3,743 株 

  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 自己株式に関する事項 

  
  （変動事由の概要） 

  増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

取締役会決議に基づく買取による増加            3,000,000株 

   単元未満株式の買取による増加                115,508株 

  減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

   単元未満株式の買増請求による減少                 4,749株 

  

前へ   次へ 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 11,164,778 3,061,411 3,799 14,222,390 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（株） 14,275,537 2,085,105 3,743 16,356,899 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（株） 11,164,778 3,115,508 4,749 14,275,537 



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定しております。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

  

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  

中間期末
残高 

相当額 
(百万円)

構築物 4   0   4 

機械及び 
装置 307   172   134 

車両 74   24   50 

工具器具 
備品 1,677   1,386   291 

ソフト 
ウェア 70   49   21 

合計 2,135   1,632   502 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  同左 

  
取得価額
相当額 

(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 

(百万円)

中間期末
残高 
相当額 

(百万円)

構築物 4 0 3

機械及び 
装置 257 172 85

車両 89 38 51

工具器具 
備品 1,540 1,249 291

ソフト 
ウェア 59 43 16

合計 1,952 1,504 447

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  なお、取得価額相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低

いため、「支払利子込み法」によ

り算定しております。 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

  
期末残高
相当額 
(百万円)

構築物 4 0   4 

機械及び
装置 262 153   109 

車両 79 31   48 

工具器具
備品 1,818 1,520   298 

ソフト
ウェア 73 55   18 

合計 2,239 1,760   479 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  なお、未経過リース料中間期末

残高相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算

定しております。 

１年以内 266百万円

１年超 235百万円

合計 502百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

  同左 

１年以内 138百万円

１年超 308百万円

合計 447百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  なお、未経過リース料期末残高

相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定しておりま

す。 

１年以内 180百万円

１年超 298百万円

合計 479百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 189百万円

減価償却費相当額 189百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 117百万円

減価償却費相当額 117百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 360百万円

減価償却費相当額 360百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 30百万円

１年超 ―百万円

合計 30百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 24百万円

１年超 93百万円

合計 117百万円

２ オペレーティング・リース取引 

  未経過リース料 

１年以内 12百万円

１年超 ―百万円

合計 12百万円



(有価証券関係) 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

Ⅰ 前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

  

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

  

 該当事項はありません。 

  

Ⅲ 前事業年度末(平成19年３月31日) 

  

 該当事項はありません。 

  

  

(１株当たり情報) 

  

(注) １  前中間会計期間及び前事業年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため、記載し

ておりません。 

２  算定上の基礎 

 (1) １株当たり純資産額 

  

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 628円84銭 １株当たり純資産額 641円76銭 １株当たり純資産額 648円14銭

１株当たり中間純利益 15円53銭 １株当たり中間純利益 14円00銭 １株当たり当期純利益 35円74銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

－円－銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

14円00銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

－円－銭

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末 

純資産の部の合計額 

134,390百万円 

純資産の部の合計額

135,793百万円

純資産の部の合計額 

138,481百万円

純資産の部の合計額から控除する
金額 

該当事項はない 

純資産の部の合計額から控除する
金額 

11百万円

純資産の部の合計額から控除する
金額 

該当事項はない
（うち新株予約権） 

―百万円 
（うち新株予約権）

11百万円
（うち新株予約権） 

―百万円
普通株式に係る中間期末の 
純資産額 

134,390百万円 

普通株式に係る中間期末の
純資産額 

135,781百万円

普通株式に係る期末の 
純資産額 

138,481百万円

１株当たり純資産額の算定に用い
られた中間期末の普通株式の数 

213,712千株 

１株当たり純資産額の算定に用い
られた中間期末の普通株式の数 

211,578千株

１株当たり純資産額の算定に用い
られた期末の普通株式の数 

213,659千株



 (2) １株当たり中間(当期)純利益 

  

 (3) 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前へ     

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

中間純利益 

3,342百万円 

中間純利益

2,977百万円

当期純利益

7,667百万円

普通株式に係る中間純利益 

3,342百万円 

普通株式に係る中間純利益

2,977百万円

普通株式に係る当期純利益 

7,667百万円

普通株主に帰属しない金額の 
主要な内訳 

該当事項はありません 

普通株主に帰属しない金額の
主要な内訳 

該当事項はありません

普通株主に帰属しない金額の 
主要な内訳 

該当事項はありません

普通株式の期中平均株式数 

215,241千株 

普通株式の期中平均株式数

212,673千株

普通株式の期中平均株式数 

214,521千株

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 

中間純利益調整額 

―百万円 

中間純利益調整額

―百万円

当期純利益調整額 

―百万円 

普通株式増加数 

―千株 

普通株式増加数

7千株

普通株式増加数

―千株 

（うち新株予約権） 
―千株 

（うち新株予約権）
7千株

（うち新株予約権） 
―千株 



(2) 【その他】  

特記事項はありません。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

(1) 自己株券買付状況 

報告書 

      平成19年６月12日 

平成19年７月12日 

平成19年９月12日 

平成19年12月12日 

関東財務局長に提出。 

  
(2) 

  
有価証券報告書 

及びその添付書類 

  
事業年度 

(第111期) 

  
自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日 

    
平成19年６月28日 

関東財務局長に提出。 

  
(3) 

  
訂正発行登録書 

  

  
  
  

  
  
  

    
平成19年６月28日 

関東財務局長に提出。 

            



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月13日

グンゼ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているグンゼ

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本

等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、グンゼ株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

協立監査法人 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  串  畑  豊  量  ㊞ 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  大  塚  孝  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月14日

グンゼ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるグンゼ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、グンゼ株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

協立監査法人 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  大  塚  孝  雄  ㊞ 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  南  部  敏  幸  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月13日

グンゼ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているグンゼ

株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第111期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、グンゼ株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

協立監査法人 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  串  畑  豊  量  ㊞ 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  大  塚  孝  雄  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月14日

グンゼ株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるグンゼ株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第112期事業年度の中間会計期間(平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、グンゼ株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

協立監査法人 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  大  塚  孝  雄  ㊞ 

代  表  社  員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士  南  部  敏  幸  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 
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